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「トランプ関税だけでは語れない-
激動の世界が動かす“日本の食の未来”」

住友商事グローバルリサーチ（株）チーフエコノミスト
2026/3 本間 隆行
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全体テーマ
世界政治経済概観

地政学的イベント  パンデミック
 米中対立

 ロシアによるウクライナ侵攻
 イスラエル／ハマス紛争

 ロシア／ウクライナ戦闘継続
 ガザでの戦闘停止
 イスラエル／イラン12日間戦争

 ロシア／ウクライナ紛争
 ベネズエラ大統領身柄確保
 アジア（台湾、北朝鮮）
 イスラエル/米・イラン紛争
 グリーンランドを巡る問題

2020～2021年 2022～2023年 2024～2025年 2026年

政策変化  財政支援
 金融緩和

 経済制裁（経済安全保障の
確保）

 物価高騰による金融引き締め
 脱炭素化・炭素中立の推進

 米国の関税措置とその対応
 投資制限拡大と強化
 財政・金融政策の転換（拡

張・緩和）

 関税率の変化（IEEPAに関す
る違憲判決）、津商法122条

 強まる大きな政府志向

世界経済情勢  急激な縮小と回復
 物流の混乱

 激しい物価上昇
 強い米国経済
 停滞が続く欧州・アジア

 実質成長率3％程度
 需給バランスの変化による

物価への影響（上昇も下降も）

 AIバブル

 実質成長率3％程度
 需給バランスの変化による物価

への影響（上昇も下降も）

 AIバブルの行方
 長期金利（リスクプレミアム）の動向

経済へ影響を
及ぼす事象

 気候変動対応の変化、サプライチェーンの変化（生産拠点のシフト、在庫保有スタンス）、循環経済（資源問題・気候変動対応などを起因）、
所得格差（株価上昇、再分配機能低下）、半導体需給の引き締まり（AI用、汎用双方不足気味）、重要鉱物（経済の武器化）、防衛費
増額、地域間・世代間で生じている認識の相違（Z世代）、水問題、サイバー空間、宇宙開発
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2025年の国際関係
世界政治経済概観

１月 トランプ大統領就任
３月 カナダ首相交代
４月 相互関税発表
６月 G7サミット（カナダ）

８月 米・ロシア首脳会談
11月 COP30（ブラジル）

11・12月 チリ大統領選

西半球

2025年9月～
米国がベネズエラに

軍事圧力

2025年11月
東南アジアで
サイクロン被害

2月 ドイツ総選挙、与党敗北
6月 イラン空爆
6月 NATO国防費GDP比5％決定
9月 イスラエルがカタール空爆
9月 フランス 首相交代
10月 ガザ紛争停戦
11月 G20（南アフリカ）

欧州・中東・アフリカ

2025年6月
DRC・ルワンダ

和平合意

2025年3月
米副大統領が

グリーンランド訪問

2025年9月
サウジ・パキスタン
相互防衛協定

2025年10月
中国～欧州間コンテナ輸送
北極海航路経由で20日間

5月 豪州総選挙、労働党続投
5月 インド・パキスタン軍事衝突
6月 韓国大統領選
7月 タイ・カンボジア軍事衝突

7・８月 台湾リコール失敗
9月 戦勝80周年軍事パレード（北京）

9月 ネパール反政府デモ、首相辞任
10月 高市内閣発足

アジア・大洋州
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大国に集中するリスク（ユーラシア・グループの2026年世界10大リスク）
世界政治経済概観

•トランプ政権が、権力への抑制を制度的に弱めつつ政府機構を掌握し、敵対勢
力への“武器化”を進めることで、米国の政治体制と政策の予見可能性が大きく
損なわれる。

米国の政治革命

•EV・電池・送電網・モーター等の「電気スタック」を中国が支配し、世界の産業・
エネルギー・AI展開の基盤を握る一方、米国は相対的にそれを手放しつつあると
いう構造リスク。

「電気国家」中国

•西半球での米国優位を、軍事圧力・経済的強要・選別的同盟・個人的報復ま
で組み合わせて押し通そうとし、政策の行き過ぎや意図せぬ反作用（地域不安
定化・反米感情・波及リスク）を高める。

ドンロー主義

•英・仏・独の中道が弱体化し、統治能力が落ちることで、欧州が停滞対応・安
全保障の空白埋め・ウクライナ支援を継続する力が損なわれるリスク。米国の対
欧姿勢も亀裂を深め得る。

包囲される欧州

•戦場（ウクライナ）に加え、ロシアがNATOに対するグレーゾーン（インフラ破壊
工作、領空侵犯、選挙干渉など）を強化し、NATO側も抑止のために押し返す
ことで、偶発的衝突やエスカレーション連鎖の確率が上がる。

ロシアの第二の戦線

•「国家安全保障」等を名目に、関税・規制・株式保有などで政府が経済へ深く介入
し、政権への“忠誠/近さ”が企業の勝敗を左右する方向へ（縁故資本主義の拡
大）。資本配分の歪みや法の支配の侵食、予見可能性の低下につながる。

米国式国家資本主義

•不動産価格下落と需要低迷、過剰生産能力による価格競争（内巻）がデフレス
パイラルを深刻化させる一方、政治日程上、当局が抜本的な需要刺激や構造改革
に踏み込まない。雇用・賃金・若年層に痛みが広がり、海外にも影響が波及。

中国のデフレ

•収益化圧力と制約不足の下で、主要AI企業が“ソーシャルメディア的”な破壊的モデ
ルをより速く大規模に採用し、社会・政治の安定を脅かし得るリスク。加えて、最先端
モデルの不安定さが重要領域への実装を難しくする。

ユーザーを食い尽くすAI

•USMCAは「形式上は生きる」が、戦略産業（自動車・鉄鋼・アルミ等）では自由貿
易が死に体となり、二国間交渉と米国の要求が揺れ続けることで北米貿易圏が慢性
的な不確実性に晒される。（2026年にレビュー予定）

USMCAのゾンビ化

•水資源が国家間対立の“兵器”になり、条約停止・巨大ダム建設などで流量コント
ロールが安全保障問題化。例としてナイル川（エジプト—エチオピア）や、インダス水
利条約停止（印—パ）などが地域の不安定化リスクを高める。

水の武器化

「大国」に集中する世界のリスク 大国への迎合・大国との関係回避 秩序の希薄化・再構築 短・長期のアウトプット？



© 2026 Sumitomo Corporation Global Research Co. Ltd. 

55

中東をめぐる大国間競争の再編と、低烈度紛争の常態化（2026年見通しより）
 アラブ諸国は対米関係を重視しつつも、対米依存からの脱却を進め、中国・ロシアとの関係も維持
 ガザ・レバノンでは表向きは停戦状態にあるものの、イスラエルによる低烈度の攻撃が継続しており、紛争激化リスクは依然として存在
 湾岸産油国は石油依存からの脱却＝国家変革を加速。トルコは国際・地域問題でのプレゼンスを拡大

世界政治経済概観

地域を規定する3つの潮流

主要ホットスポット

2026年の主な地政学リスク

ポジティブシナリオ（機会）

大国間競争の再編
（米・中・露）

低烈度紛争の常態化
（ガザ・レバノン・紅海）

国家変革
（サウジ・UAE・トルコ）

サウジーイランが、緊張を抑えつつ関係を安定的に維持

（写真：Wikimedia Commons）

イラン
ハメネイ最高指導者

イスラエル
ネタニヤフ首相

サウジアラビア
ムハンマド皇太子兼首相

トルコ
エルドアン大統領

関係正常化は
当面難しい

対立

対立

良好 冷静に
関係維持

表向きの停戦、緊張継続ガザ・レバノン
イラン 核合意再建は困難、対露中接近

トルコ・シリア くすぶり続けるクルド問題
紅海 フーシ派による船舶攻撃

イスラエル 選挙による政権交代の可能性

イスラエルーヒズボラの大規模衝突
イラン核開発の大幅進展と軍事攻撃リスク
シリアをめぐるトルコとイスラエルの競争激化
低調な油価による湾岸産油国の財政悪化
アフリカ北部の不安定化（スーダン、リビア）と域内波及
水問題の深刻化（イラン・イラク・エジプト）

湾岸諸国の巨額投資により、地域経済が活性化
ガザ停戦継続：イスラエル・アラブ間の部分的経済協力進展
脱炭素・AI・デジタル化を柱とした国家運営改革が進行
各種回廊構想の進展を背景に、
中東が「欧州・アジアの橋渡し」的経済圏として浮上
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 貿易政策の変更に伴う逆風がある一方で、人工知能(AI)を含むテクノロジー関連の投資の急増(北米やアジアが他の地域よりも顕著)による追い風。
 財政・金融政策による支援、緩和的な金融環境、民間部門の適応力が逆風を相殺。
 世界の物価上昇率は、2025 年の 4.1%から 2026 年は 3.8%、2027 年は 3.4%へ減速する見込み。

さまざまな力が働く中、安定的に推移（IMF世界経済見通し26年１月改訂版）

世界経済

IMF世界経済見通し（2026年1月）
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世界の景況感

（出所：OECD、S＆Pグローバルより住友商事グローバルリサーチ作成）
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景気はわずかながらも加速しているように映る。

景気改善にもかかわらず、物価は低下基調
エネルギー価格も伸び悩み
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関税と経済と戦争
世界経済

（成長率：前年比 ％、 税率 ％）

第一次世界大戦

（1914-1918）

日露戦争

（1904-1905）

世界恐慌（1929）

スムートホーリー法（1930）

ブレトンウッズ会議（1944）

GATT締結（1947）

多国間輸出統制調整委員会

COCOM（1950）

石油危機（1973）
冷戦終結（1989）

WTO設立（1995）

中国、WTO加盟（2001）

パンデミック（2020）

（出所：IMF、Madison Project Database）

相互関税（2025）

1933年 19.8％

米中合意（2025）

歴史は繰り返すのか？

米イスラエルによるイラン攻撃（2026）

アラブの春（2011）
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米国の関税
世界経済

中国 カナダ メキシコ ブラジル インド EU 日本 その他 備考

鉄鋼・アルミ製品 50 50 50 50 50 50 50 50EU:関税割り当ての設定を検討、英国：
25％

自動車・同部品 25 25 25 25 25 15 15 25
中・大型トラック及び同部

品 25 25 25 25 25 25 25 25

銅（派生品・半製品） 50 50 50 50 50 50 50 50
木材・製材 10 10 10 10 10 10 10 10

木材製品 25 25 25 25 25 15 15 25
2027年1月1日に関税率を引き上げ予定 
英国は10％、日本・韓国・EUはMFN税率
を含め15%

半導体 25 25 25 25 25 25 25 25

上記以外(122条課徴金） 10 10 10 10 10 10 10 10

重要鉱物、通貨・地金に使用される金属、
エネルギー・同製品、米国で生産などができ
ない資源、一部の農産物、医薬品・医薬
品原料、
特定の電子機器、乗用車・特定の小・中・
大型トラック・バス・同部品、航空宇宙製品、
手荷物などは対象外

備考

品目に
よって
301条
関税を
賦課

USMCAの自動
車原産地規則を
満たす自動車は
非米国産部分
のみ関税適用
自動車部品は
関税適用のプロ
セス確立まで適

用免除

主要国・地域へ適用中の米国追加関税

（出所：JETROより住友商事グローバルリサーチ作成）
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領土・領海・領空
• 国土強靭化
• 周辺国との国境問題
• シーレーン（サプライチェーン）
• 宇宙・サイバー空間

経済安全保障
• エネルギー・重要鉱物
• 食料
• 産業技術
• 移民

安全保障環境の変化
世界経済

（中国・ロシア・北朝鮮・韓国など）

（インド洋から太平洋まで）

（地震、豪雨災害など）

（新たな領域）

（石油、LNG、LPG、レアアースなど）
（穀物、肉類、飼料、肥料、水など）

（半導体、量子技術、人口知能など）

（労働力、消費者、不法移民）

（出所 Wikimedia Commons）

東日本大震災の影響で空になった食品棚 パンデミックで供給が途絶したマスク

国・・・領土、領空、領海（海があれば）
経済の生産要素・・・土地、資本、労働

• 領土 × 生産要素：地政学的リスクによる生産活動への影響を抑制する対応
• 領土 × 鉱物資源：シーレーンの確保、安全で経済性の高い鉱物の調達
• 領土 × 食料：食料サプライチェーンの強靭化、農林水産業への投資

資本・・・「価値創出のための基盤となるリソース」
物的資本：工場、機械、建物、インフラ
人的資本：人間の持つ知識、スキル、経験
技術資本：ノウハウ、特許、設計図、プログラム
自然資本：土地、水、鉱物資源、生態系
金融資本：資金、株式、債券
文化資本：価値観、美意識、教育

労働・・・「価値創出のため作業」
労働力、労働時間、労働対象、
労働手段、労働目的
※ 労働手段はその一部を「道具」に置
き換え可能

各項目を組み合わせることで経済的な耐性、自律性を高めていくことが必要では？

ただし、国や地域、時節によって重要性が異なる（アウトプットが異なる）、矛盾の存在
「協力・協調」、「価値観の共有」、「利害の一致」

安全保障とは？ 経済安全保障への対応は複雑
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食料需給の現状
食料問題

7,911

1,094 216 0812

5,104
1,755

14,987

0
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10,000

15,000

20,000

米 小麦 大麦 とうもろこし

国内生産量 輸入量

国内生産量
29%

輸入量
71%

31,730千トン

飼料用
46%

種子用
0%

加工用
14%

純旅客用
0%

減耗量
1%

粗食料
39%

調達 消費

（千トン）
主要穀物の調達状況

１年当たり数量 【kg】 83.7
１日当たり熱量 【kcal】 784.4
１日当たりたんぱく質 【ｇ】 17.8
１日当たり脂質 【ｇ】 2.9

純食料用

（人口 1億2435万人、
純旅客 87万8千人）

国内生産量
54%

輸入量
46%

6,504千トン調達 消費
純旅客

用
1%

減耗量
2%

粗食料
97%

１年当たり数量【kg】 33.9
１日当たり熱量【kcal】 178.9
１日当たりたんぱく質【ｇ】 17.2
１日当たり脂質【ｇ】 12.9

502

1,298

1,690

717

1,330

914

0
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1,500

2,000

牛肉 豚肉 鶏肉

国内生産量 輸入量

主要肉類の調達状況
（千トン）

肥料の三要素 「窒素、リン酸、カリ」

肥料を巡る情勢（令和5年5月 農林水産省資料）

 我が国は化学肥料の主要な原料のほとんどを輸入に依存している
が、これらの資源は特定の地域に偏在していること等から、持続的
な生産基盤の構築に向けて、輸入原料や化石燃料を原料とした
化学肥料の使用量の節減に向けた取組が必要。

 家畜排せつ物など化学肥料の代替となる国内資源については、畜
産業が盛んな地域に偏在していることなどから、必ずしも有効に活
用されていないものもある状況。

（出所 農林水産省 令和6年度食料需給表より）

穀類 肉類 肥料・飼料
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物品で異なる輸入元
食料

1 中国 516,560
2 マレーシア 148,037
3 モロッコ 135,857
4 ヨルダン 125,980
5 韓国 72,409
6 米国 70,608
7 イスラエル 28,630
8 チリ 25,922
9 ドイツ 23,491
10 カタール 20,746

1 米国 1,184,805
2 カナダ 810,051
3 スペイン 769,999
4 メキシコ 593,404
5 デンマーク 387,655
6 オランダ 161,633
7 チリ 118,715
8 ブラジル 100,494
9 フランス 73,998
10 アイルランド 52,260

1 米国 942,805
2 カナダ 843,109
3 豪州 548,946
4 スリランカ 23,295
5 インドネシア 8,281
6 フランス 7,883
7 ドイツ 7,329
8 イタリア 2,613
9 オーストリア 1,783
10 オランダ 1,769

（出所 UN Comtrade 2024年データより）

（千ドル） （千ドル） （千ドル）

穀類 肉類 肥料
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食料品貿易
食料

 2025年 訪日外国人 4,268万人

 平均宿泊数 7.3泊

→ 80万人の人口増に相当

 日本の人口（1億2380万人）に対する比率：0.6％

 日本の人口減少は年59万人（日本人▲94万人、外国人＋
35万人）

 日本の経済成長は0.5～1.0％

（出所 観光庁より住友商事グローバルリサーチ作成）
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「農産物 ≠ 食料」 という世界
食料

1,671,525 
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（出所 米国エネルギー情報局）

 米国ではトウモロコシを原料に燃料となるエタノー
ルを生産、自動車燃料に混合。

 ブラジルなどではサトウキビ由来エタノールが使用
されている。

 トランプ政権はブラジルに対して関税を引き上げ、
引き下げ条件にエタノール輸入を迫っている

（千ガロン） （千ガロン）

（出所 米国エネルギー情報局）

参考値（市場規模感）
・1,000ガロン ≒ 3.785キロリットル
162.1億ガロン ≒ 6,140万キロリットル
・日本の年間ガソリン消費量
4,300万キロリットル

気候変動対応で「持続可能な航空燃料
（SAF）の普及と活用」

 米中通商問題で中国は米国からの大
豆輸入を停止。「米国農家の大豆が
中国からの購入停止または激減の状
況にあり、輸出先としてきわめて重要な
中国市場を失いつつある」と警告。現
状では中国は南米（ブラジルなど）に
シフトしている」。

 トランプ政権は大豆由来のバイオ燃料
生産を支援。（でも気候変動問題は
嫌い）

米国の燃料用エタノール生産量 米国のバイオ燃料生産量
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確認・検討すべきことは多岐にわたる

穀物類

米
小
麦

ト
ウ
モ
ロ
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シ

肉類

牛
肉

豚
肉

魚介類
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ワ
シ
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殻
類

乳製品・卵
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乳
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チ
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ズ

豆類

大
豆

小
豆

野菜

果物

キ
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ベ
ツ
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が
い
も

調味料

塩
砂
糖

食用油

菜
種
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ー
ム

加
工
食
品

レ
ト
ル
ト

菓
子

チ
ョ
コ
レ
ー
ト

嗜好品

茶
コ
ー
ヒ
ー

なぜ輸入しているのか？ → ①産地特性、②単位当たり生産費：日本＞輸入元
生産費 → 人件費、エネルギー費用、肥料費用、金利、輸送費用（関税を含む）

制度・規制（輸入許可）
エネルギー → 石油、天然ガス、プロパンガス、石炭、電力

流通・販売 → 人件費、在庫（原料、製品）、保管費、金利
安定供給、低費用・高効用（適切な価格設定）、嗜好・世代の変化

サプライチェーン

生産者

流通・販売業者

消費者

質と量のバランスどのように図るか？
「ないものは使えない」
質の維持と量の確保 → 代替
質と量の同時達成が困難な場合？
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ありがとうございました。 住友商事グローバルリサーチ（株） 本間 隆行
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